
（平成14年３月期　個別決算説明資料 ）

株式会社 東北銀行

比　較　貸　借　対　照　表 

（単位:百万円）

平成１３年度末 平成１２年度末 比        較
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

34,539 20,724 13,815

15,498 11,504 3,994

19,041 9,220 9,821

30,199 27,105 3,094

5,000 △ 5,000

0 1 △ 1

100 218 △ 118

100 218 △ 118

86,295 81,138 5,157

37,544 23,326 14,218

108 2,297 △ 2,189

42,260 36,594 5,666

2,197 3,267 △ 1,070

0 0

4,185 15,651 △ 11,466

447,285 456,941 △ 9,656

13,815 17,465 △ 3,650

94,703 93,643 1,060

304,850 315,712 △ 10,862

33,914 30,120 3,794

85 46 39

62 28 34

22 18 4

2,095 2,642 △ 547

9 7 2

622 806 △ 184

424 △ 424

1,463 1,404 59

8,790 9,039 △ 249

8,515 8,744 △ 229

275 293 △ 18

6,231 4,517 1,714

17,245 20,325 △ 3,080

△ 16,599 △ 11,644 △ 4,955

616,269 616,057 212

(2)

コ ー ル ロ ー ン

買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

自 己 株 式

預 け 金

商 品 国 債

国 債

貸 出 金

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

科 目

（資産の部）

現 金 預 け 金

現 金

そ の 他 の 資 産

動 産 不 動 産

外 国 為 替

当 座 貸 越

外 国 他 店 預 け

取 立 外 国 為 替

土 地 建 物 動 産

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

未 収 収 益

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失

保 証 金 権 利 金



（平成14年３月期　個別決算説明資料 ）

株式会社 東北銀行

比　較　貸　借　対　照　表

（単位:百万円）

平成１３年度末 平成１２年度末 比        較
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

571,982 565,317 6,665

13,149 11,194 1,955

201,528 147,141 54,387

11,124 12,054 △ 930

4,927 3,679 1,248

311,270 343,391 △ 32,121

28,041 31,949 △ 3,908

1,941 15,906 △ 13,965

495 △ 495

1,502 1,503 △ 1

1,502 1,503 △ 1

19 3 16

19 3 16

700 700 0

3,390 3,715 △ 325

14 △ 14

359 769 △ 410

444 469 △ 25

193 222 △ 29

80 117 △ 37

424 △ 424

2,311 1,697 614

1,683 1,582 101

1,228 1,228 0

17,245 20,325 △ 3,080

597,751 594,871 2,880

6,000 6,000 0

5,445 5,368 77

3,938 3,938 0

1,507 1,429 78

1,767 1,767 0

4,976 7,205 △ 2,229

6,223 8,423 △ 2,200

159 159 0

6,063 8,263 △ 2,200

△ 1,246 △ 1,217 △ 29

△ 1,766 △ 1,776 10

332 844 △ 512

△ 3 △ 3

18,518 21,185 △ 2,667
616,269 616,057 212

法 定 準 備 金

資 本 準 備 金

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ）

（ △ は 当 期 損 失 ）

利 益 準 備 金

再 評 価 差 額 金

剰 余 金

任 意 積 立 金

自 己 株 式

資 本 の 部 合 計

外 国 為 替

売 渡 外 国 為 替

(資本の部)

資 本 金

退 職 慰 労 積 立 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

当 期 利 益

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 負 債

退 職 給 付 引 当 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

未 払 法 人 税 等

定 期 預 金

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

借 入 金

科 目

（負債の部）
預 金

当 座 預 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

(3)

社 債

そ の 他 負 債

未 払 費 用

前 受 収 益

従 業 員 預 り 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

給 付 補 て ん 備 金



（平成14年３月期　個別決算説明資料）
株式会社　東北銀行

（単位：百万円）

平成１３年度 平成１２年度 比 較
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

16,089 17,455 △ 1,366
13,454 14,713 △ 1,259

貸 出 金 利 息 11,799 12,289 △ 490
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,210 1,479 △ 269
コ ー ル ロ ー ン 利 息 155 506 △ 351
買 入 手 形 利 息 0 16 △ 16
預 け 金 利 息 209 369 △ 160
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 8 1 7
そ の 他 の 受 入 利 息 69 49 20

1,692 1,603 89
受 入 為 替 手 数 料 828 798 30
そ の 他 の 役 務 収 益 863 805 58

761 259 502
外 国 為 替 売 買 益 14 17 △ 3
商 品 有 価 証 券 売 買 益 3 5 △ 2
国 債 等 債 券 売 却 益 743 213 530
国 債 等 債 券 償 還 益 22 △ 22

180 878 △ 698
株 式 等 売 却 益 63 652 △ 589
そ の 他 の 経 常 収 益 117 225 △ 108

19,041 20,368 △ 1,327
1,607 2,173 △ 566

預 金 利 息 705 1,104 △ 399
コ ー ル マ ネ ー 利 息 6 35 △ 29
借 用 金 利 息 29 36 △ 7
社 債 利 息 7 9 △ 2
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 460 142 318
そ の 他 の 支 払 利 息 397 844 △ 447

732 669 63
支 払 為 替 手 数 料 134 137 △ 3
そ の 他 の 役 務 費 用 598 531 67

451 110 341
国 債 等 債 券 売 却 損 29 1 28
国 債 等 債 券 償 還 損 258 108 150
国 債 等 債 券 償 却 164 164

10,282 10,783 △ 501
5,968 6,631 △ 663

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,189 5,660 △ 471
貸 出 金 償 却 16 2 14
株 式 等 売 却 損 469 613 △ 144
株 式 等 償 却 207 242 △ 35
そ の 他 の 経 常 費 用 85 111 △ 26

比　較　損　益　計　算　書

△ 2,952 △ 2,912 △ 40

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

そ の 他 経 常 収 益

科　　　　　　　　　　目

資 金 調 達 費 用

(4)

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

（ △ は 経 常 損 失 ）

経 常 費 用



（平成14年３月期　個別決算説明資料）

株式会社　東北銀行

（単位：百万円）

平成１３年度 平成１２年度 比 較
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

25 50 △ 25

動 産 不 動 産 処 分 損 25 11 14
そ の 他 の 特 別 損 失 38 △ 38

△ 2,977 △ 2,962 △ 15

147 613 △ 466

△ 1,357 △ 1,799 442

△ 1,766 △ 1,776 10

750 750 0

38 △ 38

192 192 0

38 38 0

△ 1,246 △ 1,217 △ 29

（単位：百万円）

平成１３年度 平成１２年度 比 較
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

△ 1,246 △ 1,217 △ 29

2,000 2,200 △ 200

2,000 2,200 △ 200

753 982 △ 229

231 231 0

39 39 0

192 192 0

取 締 役 賞 与 金

監 査 役 賞 与 金

退 職 慰 労 積 立 金

別 途 積 立 金

522 750 △ 228

科　　　　　　　　　　目

任 意 積 立 金 取 崩 額

別 途 積 立 金 取 崩 額

計

退 職 慰 労 積 立 金 取 崩 額

中 間 配 当 額

（ △ は 税 引 前 当 期 損 失 ）

当 期 未 処 分 利 益

（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ）

当 期 未 処 分 利 益

比　較　損　益　計　算　書

次 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金

配 当 金

役 員 賞 与 金

任 意 積 立 金

（ １ 株 に つ き ２ 円 ５ ０ 銭 ）

利 益 準 備 金 積 立 額

利 益 処 分 額

比 較 利 益 処 分 計 算 書 案

(5)

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

前 期 繰 越 利 益

（ △ は 当 期 損 失 ）

（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ）

科　　　　　　　　　　目



（平成14年３月期　個別決算説明資料）

株式会社　東北銀行

注　記　事　項

（貸借対照表関係）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式

については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時

価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価

法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

５．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建　物　　９年～３０年

　　動　産　　３年～２０年

　電子計算機の耐用年数については、従来６年としておりましたが、当期からパーソナルコンピュータ（サーバー用の

ものを除く）は４年、その他のものは５年に変更しております。この変更に伴い、経常損失、税引前当期損失はそれぞ

れ０百万円増加しております。

６．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

７．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　なお、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会平成12 年４月10日）に基づき、「新外為経理基準」を適用しておりましたが、当期から、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第20 号）

が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」

（企業会計審議会平成11 年10 月22日））を適用しております。

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ

いては、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果により上記の引当を行っております。

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により按分した

　　　　　　　　　　　額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

　なお、会計基準変更時差異（６９３百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。

10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

11．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

　12．取締役及び監査役に対する金銭債権総額　　　　４８ 百万円
　13．子会社の株式総額　　　　　　　　　　　　　　　０ 百万円
　14．子会社に対する金銭債権総額　　　　　　　　　４６ 百万円
　15．動産不動産の減価償却累計額　　　　　　７，７３７ 百万円
　16．動産不動産の圧縮記帳額　　　　　　　　　　５３７ 百万円
　17．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部等については、リース契約により使用しております。

　18．貸出金のうち、破綻先債権額は１１，５２０百万円、延滞債権額は２１，５２９百万円であります。

　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の

取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

(6)



（平成14年３月期　個別決算説明資料）

株式会社　東北銀行

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　19．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２５１百万円であります。

　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１０，６９１百万円であります。

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。

　21．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は４３，９９２百万円でありま

　す。

　　なお、18．から21．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

22．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、１３，８１５百万円であります。

23．担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保に供している資産

　　　有価証券　　　　　８２５百万円

　　担保資産に対応する債務

　　　預　　金　　　４，８１６百万円

　　上記のほか、為替決済、手形交換等の取引の担保として、有価証券３４，９０３百万円を差し入れております。

　24．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

　差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日                        平成11年３月31日
　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第119号）第２条第４号に定める地価税法に基づいて、（奥行価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補正、側方路線影響加算、不整形地補正による補正等）合理的な調

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整を行って算出。

　同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳

簿価額の合計額との差額　　　７９９百万円

　25．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１，５００百万円が含

　まれております。

　26．社債は、劣後特約付社債であります。

　27．１株当たりの当期損失　　　　２２円９６銭

　28．商法290条第１項第６号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額は、３３２百万円であります。

　29．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社債」「株

　　式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。以下32．まで同様であります。

　　　売買目的有価証券

　　　　　貸借対照表計上額　　　　　　　　　１００百万円

　　　　　当期の損益に含まれた評価差額　　　　　０百万円

　　　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　　　　　　貸借対照表　　　　　　時　　価　　　　　差　　額

　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　社　債　１，０００百万円　　１，０１７百万円　　　　１７百万円　　　１７百万円　　　　－百万円

　　　　その他　１，８７３　　　　　１，８８５　　　　　　　１１　　　　　　３４　　　　　　２３

　　　　合　計　２，８７３　　　　　２，９０２　　　　　　　２８　　　　　　５１　　　　　　２３

　　　子会社・子法人等株式で時価のあるものはありません。
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（平成14年３月期　個別決算説明資料）

株式会社　東北銀行

　　　その他有価証券で時価のあるもの

　　　　　　　　　　　取得原価　　　　　　貸借対照表　　　　　評価差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　株　式　　　１，７４１百万円　　１，６１２百万円　　△１２８百万円　　　２７百万円　　１５６百万円

　　　　債　券　　７８，１３８　　　　７８，８６３　　　　　　７２４　　　　　９７６　　　　　２５１

　　　　　国　債　３７，０５７　　　　３７，５４４　　　　　　４８６　　　　　４８８　　　　　　　１

　　　　　地方債　　　　　９９　　　　　　　１０８　　　　　　　　８　　　　　　　８　　　　　　　－

　　　　　社　債　４０，９８０　　　　４１，２１０　　　　　　２２９　　　　　４７９　　　　　２４９

　　　　その他　　　２，３４４　　　　　２，３１１　　　　　　△３２　　　　　　１４　　　　　　４７

　　　　合　計　　８２，２２４　　　　８２，７８７　　　　　　５６３　　　１，０１８　　　　　４５４

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債２３１百万円を差し引いた額３３２百万円が、「その他有価証券評価差

額金」に含まれております。

　　当期において、その他有価証券で時価のある株式等について３６８百万円減損処理を行っております。減損処理

の基準については、時価額が帳簿価額の 30％以上下落した株式等としております。なお、この場合の時価は、当

期末日における市場価格等に基づいております。

　30．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　売却額　　　　　　　売却益　　　　　　売却損

　　　　　　　　　２２，２１２百万円　　　　８０６百万円　　　４９８百万円

　31．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

　　　　　内　　　容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額

　　　満期保有目的の債券

　　　　　　　　社　債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０百万円

　　　子会社・子法人等株式

　　　　　　　　子会社・子法人等株式　　　　　　　　　　　　　　　０

　　　その他有価証券

　　　　　　　　非上場株式等（店頭売買株式を除く）　　　　　　５８４

　32．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　１年以内　　　　１年超５年以内　　５年超10年以内　　　　　　　10年超

　　　　債　券　　　　８，３５０百万円　４６，３９３百万円　１５，３１０百万円　　　９，０００百万円

　　　　　国　債　　　２，０００　　　　２０，２１５　　　　　６，８１０　　　　　　８，０００

　　　　　地方債　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　１００　　　　　　　　　　－

　　　　　社　債　　　６，３５０　　　　２６，１７８　　　　　８，４００　　　　　　１，０００

　　　　その他　　　　　　８００　　　　　１，２６６　　　　　　　３９９　　　　　　１，５００

　　　　合　計　　　　９，１５０　　　　４７，６６０　　　　１５，７１０　　　　　１０，５００

　33．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上

規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契

約に係る融資未実行残高は、１１４，２０３百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが

１０２，７５３百万円あります。

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の

保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで

きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、

契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。

34．自己株式は、従来、株式に含めて計上しておりましたが、銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正

する内閣府令」（平成14 年４月19日付内閣府令第36号）により改正されたことに伴い、当期より資本の部の末尾に

「自己株式」を設けて資本から控除する方法により表示しております。この方法により、従来の方法によった場合に比

べ、資産の部は３百万円、資本の部は３百万円それぞれ減少しております。
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（平成14年３月期　個別決算説明資料）

株式会社　東北銀行

（損益計算書関係）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．子会社との取引による収益総額１２４百万円

　　子会社との取引による費用総額２３０百万円

リ　ー　ス　取　引　関　係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　当　　　期（百万円）　　　　　　　　　　　　　前　　　期（百万円）

　　　　　　　　　　　　動　　産　　そ の 他　　合　　計　　　　　　　動　　産　　そ の 他　　合　　計

　取得価額相当額　　　　１，０４８　　　　　－　１，０４８　　　　　　　　８７４　　　　　－　　　８７４

　減価償却累計額相当額　　　５６２　　　　　－　　　５６２　　　　　　　　４３３　　　　　－　　　４３３

　期末残高相当額　　　　　　４８５　　　　　－　　　４８５　　　　　　　　４４１　　　　　－　　　４４１

　(2)未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　期（百万円）　　　　　　　　　　　　　前　　　期（百万円）

　　　　　　　　　　　　　１ 年 内　　１ 年 超　　合　　計　　　　　　　１ 年 内　　１ 年 超　　合　　計

　　　　　　　　　　　　　　１９２　　　３１４　　　５０６　　　　　　　　１５９　　　３０３　　　４６２

　(3)当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　期（百万円）　　　　　　　　　　　　　前　　　期（百万円）

　　支払リース料　　　　　　　　　　　　２０５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８１

　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　１８０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５９

　　支払利息相当額　　　　　　　　　　　　２４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５

　(4)減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期の配分方法については、利息法によ

　っております。

税　効　果　会　計　関　係

平成１３年度（自　平成13 年4月1日　至　平成14年3月31 日）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　　　５，１３１百万円

　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　　　５３１百万円

　　　　減価償却費損金算入限度超過額　　　　　　　　　　　　　　４２１百万円

　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７７百万円

　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，４６２百万円

　　繰延税金負債

　　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　　　　２３１百万円

　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３１百万円

　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，２３１百万円

(9)



（添付資料）

株式会社　東北銀行

役員の異動（平成１４年６月２７日付）

１． 代表者の異動

　　加　藤　剛　一　　（現　代表取締役会長）　　　　　　　取締役会長に就任予定

２．その他役員の異動

　（１）新任取締役候補

　　　　熊　谷　祐　三　　（現　非常勤監査役）　　　　　　　　非常勤取締役に就任予定

　　　（注）熊谷祐三氏は、商法第188条第2項第7号ノ2に定める社外取締役の要件を満たしております。

　（２）退任予定取締役

　　　　新井田　敬　一　　（現　常務取締役）

　　　　圓　子　信　孝　　（現　取締役人事部長）　　　　　　　常勤監査役に就任予定

　（３）新任監査役候補

　　　　圓　子　信　孝　　（現　取締役人事部長）　　　　　　　常勤監査役に就任予定

　　　　岩　舘　　　正　　（現　菱和土地株式会社代表取締役）　非常勤監査役に就任予定

　　　　　　　　　　　　　（現　菱和産業株式会社代表取締役）

　　　　　　　　　　　　　（現　菱和ハウス株式会社代表取締役）

　　　（注）岩舘正氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第1項に定める社外監査役

　　　　　の候補者であります。

　（４）退任予定監査役

　　　　熊　谷　祐　三　　（現　非常勤監査役）　　　　　　　　非常勤取締役に就任予定

　　　　藤　島　　　剛　　（現　非常勤監査役）

　（５）昇格予定取締役

　　　　笹　渡　　　守　　（現　取締役本店営業部長）　　　　　常務取締役に就任予定

　　　　藤　元　隆　一　　（現　取締役経営企画部長）　　　　　常務取締役に就任予定

以　上
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株式会社　東北銀行

経　歴　書

　　　　　　　　くまがい　ゆうぞう

　氏 名    　　　熊　谷　祐　三

　生年月日　　　昭和２２年８月７日生

　本 籍 地    　　　岩手県盛岡市

（　学　歴　）

　昭和４６年　　３月　　慶應義塾大学法学部卒業

（　略　歴　）

　平成　３年　　３月　　盛岡ガス株式会社取締役社長

　平成　３年　１１月　　盛岡ガス燃料株式会社取締役社長

　平成　４年　　３月　　盛岡ガスサービス株式会社取締役社長

　平成　５年　　８月　　株式会社出光ホームガスセンター岩手

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役社長

　平成　６年　　６月　　株式会社東北銀行監査役（非常勤）

現在に至る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株式会社　東北銀行

経　歴　書

　　　　　　　　ま る こ 　   の ぶ た か

　氏 名    　　　圓　子　信　孝

　生年月日　　　昭和１８年１０月１０日生

　本 籍 地    　　　岩手県盛岡市

（　学　歴　）

　昭和４２年　　３月　　東洋大学経済学部卒業

（　略　歴　）

　昭和４２年　　４月　　当行入行

　平成　３年　　４月　　システム部長

　平成　６年　　４月　　資金証券部長

　平成　９年　　６月　　取締役事務統括部長

　平成１１年　　４月　　取締役人事部長兼秘書室長

　平成１３年　　４月　　取締役人事部長

現在に至る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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経　歴　書

　　　　　　　　いわだて　  ただし

　氏 名    　　　岩　舘　　正

　生年月日　　　大正１４年４月２４日生

　本 籍 地    　　　岩手県盛岡市

（　学　歴　）

　昭和１７年　１２月　　岩手県立盛岡商業学校卒業

（　略　歴　）

　昭和４６年　　２月　　菱和土地株式会社代表取締役社長

　昭和４８年　　１月　　菱和産業株式会社代表取締役社長

　昭和５３年　　２月　　菱和ハウス株式会社代表取締役社長

現在に至る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株式会社　東北銀行

Ⅰ　平成１３年度決算の概況

１．損益状況
　【単体】 （単位：百万円）

14年３月期 13年３月期
13年３月期比

13,117 △ 506 13,623
12,825 △ 672 13,497
13,152 △ 307 13,459
12,696 △ 637 13,333
11,733 △ 659 12,392
959 24 935
459 328 131

（う ち国 債等債 券損 益） 456 331 125
△ 35 △ 199 164
128 △ 36 164
114 △ 33 147
△ 0 △ 0 △ 0
△ 149 △ 167 18

（う ち国 債等債 券損 益） △ 164 △ 164 0
10,282 △ 501 10,783
5,329 △ 364 5,693
4,506 △ 76 4,582
446 △ 61 507
2,834 △ 6 2,840
2,543 △ 171 2,714
△ 1,828 △ 3,748 1,920
4,663 3,744 919
291 165 126

△ 7,615 △ 3,783 △ 3,832
7,033 3,230 3,803
16 14 2
7,017 3,277 3,740
－ － －
－ △ 60 60
－ － －
－ － －
5,205 △ 519 5,724
△ 613 △ 410 △ 203
63 △ 589 652
469 △ 144 613
207 △ 35 242
32 △ 142 174

△ 2,952 △ 40 △ 2,912
△ 25 24 △ 49
△ 25 △ 14 △ 11
－ － －
25 14 11
－ － －
－ － －

△ 2,977 △ 15 △ 2,962
147 △ 466 613

△ 1,357 442 △ 1,799
△ 1,766 10 △ 1,776

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

税 金

そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）
人 件 費
物 件 費

そ の 他 業 務 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

業 務 粗 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

臨 時 損 益
② 不 良 債 権 処 理 額

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益
うち国債等債券損益(５勘定尻)

貸 出 金 償 却
個別貸倒引 当金純繰入額

経 常 利 益
特 別 損 益

共同債権買 取機構売却損
延 滞 債 権 等 売 却 損
債権売却損失引当金繰入額
③特定海外債権引当勘定繰入
（貸倒償却引当費用①＋②＋③）

株 式 等 関 係 損 益

そ の 他 臨 時 損 益

株 式 等 売 却 益

うち動産不動産処分損益
動 産 不 動 産 処 分 益

株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却

動 産 不 動 産 処 分 損

税 引 前 当 期 利 益

うち退職給付会計導入変更時差異償却

うち年金基金への追加拠出

(1)

法人 税 、住 民 税及 び事 業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 利 益
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【連結】
＜連結損益計算書ベース＞ （単位：百万円）

14年３月期 13年３月期

13年３月期比

13,887 △ 517 14,404

11,855 △ 674 12,529

1,379 △ 24 1,403

652 181 471

10,613 △ 499 11,112

5,381 △ 410 5,791

80 8 72

7,126 3,386 3,740

△ 1,825 △ 3,804 1,979

△ 613 △ 410 △ 203

24 △ 83 107

△ 2,697 △ 102 △ 2,595

1 △ 2 3

26 △ 24 50

△ 2,721 △ 78 △ 2,643

296 △ 475 771

△ 1,398 420 △ 1,818

152 △ 31 183

△ 1,771 8 △ 1,779

（注）１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２．連結粗利益＝（資金運用収益－資金運用費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）

＋（その他業務収益－その他業務費用）

（参考） （単位：百万円）

5,098 3,786 1,312

（注）連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益－内部取引（配当等）

（連結対象会社数） （単位：社）

5 0 5

0 0 0

(2)

法人 税 、住 民 税及 び事 業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

連 結 業 務 純 益

連 結 子 会 社 数

持 分 法 適 用 会 社 数

特 別 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

株 式 等 関 係 損 益

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

連 結 粗 利 益

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 経 費

貸 出 金 償 却

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

貸 倒 償 却 引 当 費 用
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２．業務純益　【単体】 （単位：百万円）

(1)業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 2,834 △ 6 2,840

職員一人当り（千円） 4,225 214 4,011

(2)業務純益 4,663 3,744 919

職員一人当り（千円） 6,949 5,651 1,298

（注）職員一人当たり計数は、期中平均人員により算出しております。

３．利　鞘　【単体】
　①全　体 （％）

　資金運用利回　　　（Ａ） 2.37 △ 0.20 2.57

貸出金利回 　　　（Ｃ） 2.70 △ 0.06 2.76

有価証券利回 1.32 △ 0.41 1.73

　資金調達原価　　　（Ｂ） 2.14 △ 0.17 2.31

　預金債券等原価　　（Ｄ） 1.99 △ 0.15 2.14

預金等利回 0.12 △ 0.07 0.19

経費率 1.86 △ 0.08 1.94

　預貸金利鞘　　（Ｃ）－（Ｄ） 0.71 0.09 0.62

　総資金利鞘　　（Ａ）－（Ｂ） 0.23 △ 0.03 0.26

　②国内部門 （％）

　資金運用利回　　　（Ａ） 2.28 △ 0.11 2.39

貸出金利回 2.70 △ 0.05 2.75

有価証券利回 1.23 △ 0.36 1.59

　資金調達原価　　　（Ｂ） 2.05 △ 0.08 2.13

預金等利回 0.11 △ 0.07 0.18

　総資金利鞘　　（Ａ）－（Ｂ） 0.23 △ 0.03 0.26

　４．有価証券関係損益【単体】 （単位：百万円）

国債等債券損益(５勘定尻) 291 165 126

売　却　益 743 530 213

償　還　益 － △ 22 22

売　却　損 29 28 1

償　還　損 258 150 108

償　　　却 164 164 －

株式等損益（３勘定尻） △ 613 △ 410 △ 203

売　却　益 63 △ 589 652

売　却　損 469 △ 144 613

償　　　却 207 △ 35 242

(3)

13年３月期比

13年３月期比

13年３月期14年３月期

14年３月期 13年３月期

13年３月期比

14年３月期 13年３月期

14年３月期

13年３月期比

13年３月期
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５．自己資本比率（国内基準）
　【単体】 （単位：百万円）

(1)自己資本比率 7.01 % 0.24 % △ 0.09 % 6.77 % 7.10 %

(2)基本的項目 16,225 74 △ 2,155 16,151 18,380

(3)補完的項目 5,479 △ 66 △ 181 5,545 5,660

　(ｲ)うち自己資本に計上された 1,348 0 0 1,348 1,348

　   再評価差額

　(ﾛ)うち劣後ローン・劣後社債残高 2,200 0 0 2,200 2,200

(4)控除項目 50 0 0 50 50

(5)自己資本(2)+(3)-(4) 21,654 7 △ 2,336 21,647 23,990

(6)リスクアセット 308,905 △ 10,620 △ 28,992 319,525 337,897

　【連結】 （単位：百万円）

(1)自己資本比率 7.48 % 0.28 % 0.02 % 7.20 % 7.46 %

(2)基本的項目 18,065 130 △ 2,014 17,935 20,079

(3)補完的項目 5,513 △ 71 △ 189 5,584 5,702

　(ｲ)うち自己資本に計上された 1,348 0 0 1,348 1,348

　   再評価差額

　(ﾛ)うち劣後ローン・劣後社債残高 2,200 0 0 2,200 2,200

(4)控除項目 50 0 0 50 50

(5)自己資本(2)+(3)-(4) 23,529 59 △ 2,202 23,470 25,731

(6)リスクアセット 314,492 △ 11,358 △ 30,155 325,850 344,647

６．ＲＯＥ【単体】 （％）

　業 務 純 益 ベ ー ス

（一般貸倒引当金繰入前）
　業 務 純 益 ベ ー ス 23.48 19.28 4.20

　当 期 利 益 ベ ー ス △ 8.89 △ 0.76 △ 8.13

［速報値］ 13年９月末比 13年３月末比

14.28 1.28 13.00

［速報値］ 13年９月末比 13年３月末比

(4)

13年９月末 13年３月末

14年３月期

13年３月期比

13年３月期

14年３月末 13年９月末 13年３月末

14年３月末
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Ⅱ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

　【単体】 （単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額 11,520 1,987 4,952 9,533 6,568

延 滞 債 権 額 21,529 2,862 16,669 18,667 4,860

３カ月以上延滞債権額 251 △ 268 △ 226 519 477

貸出条件緩和債権額 10,691 △ 4 7 10,695 10,684

合 計 43,992 4,576 21,402 39,416 22,590

447,285 9,030 △ 9,656 438,255 456,941

（％）

破 綻 先 債 権 額 2.57 0.40 1.14 2.17 1.43

延 滞 債 権 額 4.81 0.56 3.75 4.25 1.06

３カ月以上延滞債権額 0.05 △ 0.06 △ 0.05 0.11 0.10

貸出条件緩和債権額 2.39 △ 0.05 0.06 2.44 2.33

合 計 9.83 0.84 4.89 8.99 4.94

　【連結】 （単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額 11,620 1,951 4,933 9,669 6,687

延 滞 債 権 額 21,944 2,985 16,842 18,959 5,102

３カ月以上延滞債権額 251 △ 268 △ 233 519 484

貸出条件緩和債権額 10,735 35 6 10,700 10,729

合 計 44,552 4,703 21,549 39,849 23,003

444,257 8,269 △ 10,905 435,988 455,162

（％）

破 綻 先 債 権 額 2.61 0.40 1.15 2.21 1.46

延 滞 債 権 額 4.93 0.59 3.81 4.34 1.12

３カ月以上延滞債権額 0.05 △ 0.06 △ 0.05 0.11 0.10

貸出条件緩和債権額 2.41 △ 0.04 0.06 2.45 2.35

合 計 10.02 0.89 4.97 9.13 5.05

貸
出
金
残
高
比

13年３月末

13年９月末比 13年３月末比

14年３月末 13年９月末

(5)

貸出 金残 高（ 末 残）

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

13年９月末 13年３月末

貸出 金残 高（ 末 残）

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

14年３月末

13年９月末比 13年３月末比
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２．貸倒引当金の状況

　【単体】 （単位：百万円）

16,599 799 4,955 15,800 11,644

一 般 貸 倒 引 当 金 1,995 △ 682 △ 1,828 2,677 3,823

個 別 貸 倒 引 当 金 14,604 1,481 6,784 13,123 7,820

特定海外債権引当勘定 － － － － －

　【連結】 （単位：百万円）

16,945 872 5,054 16,073 11,891

一 般 貸 倒 引 当 金 1,994 △ 695 △ 1,840 2,689 3,834

個 別 貸 倒 引 当 金 14,950 1,567 6,893 13,383 8,057

特定海外債権引当勘定 － － － － －

３．金融再生法開示債権

　【単体】 （単位：百万円）

15,371 △ 262 9,471 15,633 5,900

10,942 △ 273 2,400 11,215 8,542

44,545 4,908 20,310 39,637 24,235

420,499 2,720 △ 33,049 417,779 453,548

465,045 7,628 △ 12,738 457,417 477,783

４．金融再生法開示債権の保全状況（１４年３月末）

　【単体】 （単位：百万円）

保全額 保全率

担保保証等 貸倒引当金 （Ｂ）／（Ａ）

破 産更 生債 権及 び
これらに準ずる債権

危 険 債 権 15,371 14,335 11,810 2,525 93.26 %

要 管 理 債 権 10,942 8,494 7,978 516 77.62 %

小   　　計 44,545 41,061 25,956 15,105 92.17 %

正 常 債 権 420,499

合 計 465,045

14年３月末 13年９月末 13年３月末

(6)

13年９月末比 13年３月末比

18,230 5,442 8,437

（Ａ）

貸　倒　引　当　金

14年３月末 13年９月末 13年３月末

13年９月末比 13年３月末比

貸　倒　引　当　金

13年９月末 13年３月末14年３月末

13年９月末比 13年３月末比

（Ｂ）

12,788 9,793

貸出金等の残高

100.00 %18,230 18,230 6,167 12,063

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小 計

正 常 債 権

合　　　　　計
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（参考）自己査定分類債権、金融再生法開示債権およびリスク管理債権の関係
【単体】 （単位：百万円）

金融再生法開示債権

分類債権 （対象：与信関連科目、 リスク管理債権

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 ただし要管理債権は （対象：貸出金）

債務者区分 貸出金のみ）

破綻先債権

11,682 8,813 2,868 － － 破産更生債権及び 11,520
(650) (7,149) これらに準ずる債権

18,230

保全額 18,230

6,548 4,859 1,689 － － (保全率  100%)
(709) (3,553) 延滞債権

21,529

引当率 危険債権

15,371 5,832 8,503 1,035 70.924% 15,371

(2,525) (貸倒実績率 保全額 14,335

３年累計） (保全率 93.26%)

３ヵ月以上延滞債権

要管理債権 251

10,942
要 要管理先 　引当率 17.436% 保全額  8,494 貸出条件緩和債権

19,810 6,727 13,082 　（貸倒実績率 ３年累計） (保全率 77.62%) 10,691

注

小計 44,545 合計

保全額 41,061 43,992
意 要管理先 (保全率 92.17%)

以外の 　引当率  1.371%

要注意先 　（貸倒実績率 １年累計）

先 57,749 32,598 25,150

正常債権

420,499

　引当率  0.056%

353,883 353,883 　（貸倒実績率 １年累計）

合計 合計

465,045 412,715 51,294 1,035 － 465,045
(3,886) (10,703)

（注）１．自己査定分類債権における（　）内は、分類額に対する引当金額であります。

　　　２．破綻懸念先の引当率は、Ⅲ分類額に対する引当率であります。
　　　３．要管理先の引当率は、非保全額に対する引当率であります。
　　　４．要管理先以外の要注意先、正常先の引当率は、債権残高全体に対する引当率であります。

自己査定分類債権　　（対象：総与信）

(7)

正常先

破綻先

実質破綻先

破綻懸念先



株式会社　東北銀行

５．業種別貸出状況等

　①業種別貸出金【単体】 （単位：百万円）

国　　内　　店　　分

（除く特別国際金融取引勘定分）

製 造 業 36,440 △ 1,970 △ 3,143 38,410 39,583

農 業 2,734 73 171 2,661 2,563

林 業 281 △ 19 △ 58 300 339

漁 業 1,389 △ 151 △ 155 1,540 1,544

鉱 業 1,301 △ 19 △ 218 1,320 1,519

建 設 業 67,461 2,192 △ 3,563 65,269 71,024

電気・ガス・熱供給・水道業 3,708 773 291 2,935 3,417

運 輸 ・ 通 信 業 10,234 △ 948 △ 1,061 11,182 11,295

卸売・小売業、飲食店 74,142 2,212 △ 2,617 71,930 76,759

金 融 ・ 保 険 業 8,095 868 954 7,227 7,141

不 動 産 業 32,687 △ 218 93 32,905 32,594

サ ー ビ ス 業 69,076 46 △ 3,411 69,030 72,487

地 方 公 共 団 体 17,620 2,715 889 14,905 16,731

そ の 他 122,117 3,476 2,172 118,641 119,945

　②消費者ローン残高【単体】 （単位：百万円）

84,126 4,955 6,789 79,171 77,337

うち住宅ローン残高 73,899 4,883 6,712 69,016 67,187

うちその他ローン残高 10,226 71 76 10,155 10,150

　③中小企業等貸出比率【単体】 （％）

92.64 △ 0.49 △ 0.33 93.13 92.97

６．預金、貸出金の状況【単体】 （単位：百万円）

571,982 3,148 6,665 568,834 565,317

551,947 △ 459 △ 3,270 552,406 555,217

　貸 出 金　（末　残） 447,285 9,030 △ 9,656 438,255 456,941

　　　　　　（平　残） 435,784 △ 1,699 △ 9,230 437,483 445,014

　預　　金　（末　残）

　　　　　　（平　残）

13年９月末 13年３月末

13年９月末比 13年３月末比

13年９月末比 13年３月末比

中小企業等貸出比率

14年３月末

13年３月末

14年３月末 13年９月末 13年３月末

13年９月末

消 費 者 ロ ー ン 残 高

14年３月末 13年９月末

13年９月末比 13年３月末比

(8)

13年３月末

447,285 9,030 △ 9,656 438,255 456,941

14年３月末

13年９月末比 13年３月末比
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７．有価証券の評価損益

（１）有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的有価証券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部資本直入）

子会社株式及び関連会社株式 原価法

（２）評価損益 （単位：百万円）

【単体】 評価損益 評価損益

前期比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 28 △ 48 51 23 76 83 7

その他有価証券 563 △ 868 1,018 454 1,431 2,070 639

株　式 △ 128 184 27 156 △ 312 84 396

債　券 724 △ 1,227 976 251 1,951 1,960 8

その他 △ 32 175 14 47 △ 207 26 234

合　　計 592 △ 915 1,070 478 1,507 2,154 646

株　式 △ 128 184 27 156 △ 312 84 396

債　券 742 △ 1,233 993 251 1,975 1,984 8
その他 △ 21 134 49 70 △ 155 86 241

（注）１．「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーを含めております。

　　　２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価額との

　　　　　差額を計上しております。

　　　３．「その他有価証券」の評価については、期末日の時価に基づいております。

　　　４．平成14年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、３３２百万円であります。

（単位：百万円）

【連結】 評価損益 評価損益

前期比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 28 △ 48 51 23 76 83 7

その他有価証券 563 △ 868 1,018 455 1,431 2,070 639

株　式 △ 129 183 27 156 △ 312 84 396

債　券 725 △ 1,226 976 251 1,951 1,960 8

その他 △ 32 175 14 47 △ 207 26 234

合　　計 592 △ 915 1,070 478 1,507 2,154 647

株　式 △ 129 183 27 156 △ 312 84 396

債　券 742 △ 1,233 993 251 1,975 1,984 8
その他 △ 21 134 49 70 △ 155 86 241

（注）１．「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーを含めております。

　　　２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、連結貸借対照表価額と取得価額

　　　　　との差額を計上しております。

　　　３．「その他有価証券」の評価については、期末日の時価に基づいております。

　　　４．平成14年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、３３２百万円であります。

(9)

平成14年３月末 平成13年３月末

平成14年３月末 平成13年３月末


